
様式２－１ ［継続事業分］ １／３

平成２６年度事業別評価調書（チェックリスト）

整理番号 １ ２ ０ 事業名 交付金事業（河川） 補助 地 区 名 一級河川 濁 川 関 係 福島市 担当部（局） 土木部 河川整備課
にごりがわ

（前回評価時：総合流域防災事業） 単独 (事業箇所名) （福島） 市町村名 課名

評価の対象となる理由 第1項第5号：計画変更を行おうとする事業 前回（平成21 委員会からの提言：見直し継続（再評価） 県の対応方針：見直し継続（再評価）
年度）評価時 付帯意見：事業計画の見直しに当たっては、まちづく

事業根拠法・要綱等の名称 河川法第9条第2項、河川法第79条 の対応方針 りの観点からも地元自治体と一層の連携を図るととも
に、地元住民との十分な調整を行うこと。また、速や
かに事業計画見直し案を策定し、公共事業評価委員会
に諮ること。

［事業目的及び全体計画］ ［事業に関する社会経済情勢］（特記すべき事項）
（１）事業目的 （１）現在の状況

昭和61年の台風10号をはじめ、度重なる洪水により多大な浸水被害が発生しているため、 事 流域内の開発により市街化が進み、沿川に人家が密集していることから、台風や豪雨による浸
事 河積の拡大を行い、沿線の人家等への浸水被害の防止を図る。 水被害を防止するため、河川改修の必要性は依然として高い。

（２）全体計画 業 （２）変化の有無 有・無
延長：L=<4,350m>5,800m [ ]は、当初計画時

業 工種：掘削工、築堤工、護岸工等 < >は、H21評価時 （３）変化の内容
を

事業の採択年度 S63 完成目標年度 [H22] 用地着手年度 H1 工事着手年度 H1 (４) 地域の協力体制等
<H28> 「杉妻地区自治振興協議会」を中心に、事業の推進に対して協力的であり、地域住民の河川に

の H33 巡 関する関心は高く、協力体制も整っている。

事 全体事業費 これまでの これまでの年度別投資実績(26年度は見込額である。) ［事業に関連する評価指標等］
業 投資事業費 左の財源内訳又 る

概 費 (うち用地費) 合 計 は負担割合 ～23年度 24年度 25年度 26年度 （１）主要な評価指標の変化
過去の被害状況（

[10,490] 国 1/2 社百
万 <13,500> 9,681 県 1/2 9,681 0 0 0

要 円 14,500 市町村
[(5,385)] (5,104) その他 (5,104) (0) (0) (0) 会）
(7,993)

経
進捗率 事業費ベース 66.8％ 用地費ベース 68.1％ 改修済延長km（％） 1.0(17.2%)

事 ［整備の状況］ 済
昭和61年8月の洪水により、阿武隈川の背水影響区間において甚大な浸水被害が発生した支川の大

森川については、整備を実施してきており、濁川合流点から市道仲橋の区間（L=1,000m）は概成し （２）その他特記すべき事項
業 ている。 情 特になし。

昭和61年8月の洪水により上流部において浸水被害が発生した濁川については、支川大森川を先行
して整備を実施してきたため未着手である。

の 勢 [環境への影響等]
［事業実施上の課題や問題点、今後の事業見通し］ 希少野生動植物の情報に基づく対応 実施 ・ 未実施（ ）

濁川は、これまで放水路計画による整備としていたが、地元合意が得られなかったため現川改修
進 計画に見直したことで完成目標年度と事業費を見直す。現川改修案については平成25年度に地元の 等 （１）環境への影響内容とその対策

合意が得られたため、今後計画的に事業を推進することで平成33年度の完成を目指す。 河川水位が低い時期でも魚が生息できるように、みお筋を確保するなど、生態系に配慮した多
自然川づくりを推進する。

捗 ［関連事業の進捗状況］ 特になし。 の

みなし進捗率=(B)/(A)=87.3%>70% 投資済事業費（B）=9,681（百万円） （２）その他特記すべき事項
状 変 特になし。

みなし事業費（A)＝ 全体事業費14,500(百万円）× 26年 =11,088（百万円）
全体工期34年 経過年数

況 化
評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ 評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ

年　月 原因 浸水戸数（戸） 浸水面積（ha） 最大日雨量（mm）

（最大時間雨量）

S61.8 台風１０号 627 57.2 259(37)

H3.9 豪雨 36 3.4 108(16)

H10.8 豪雨 12 1.8 160(27)
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様式２－２ ［継続事業分］ ２／３

平成２６年度事業別評価調書（チェックリスト）

【地元住民・受益対象者の意向】 計 【計画変更の必要性】
(1) 事業採択時の状況 画 (1) 必要性の有無 有 ・ 無

昭和61年の台風で浸水被害が発生したことから、早急な治水対策の実施が望まれていたが、 変
地 濁川本川の放水路計画については、地元住民より反対意見が出されていた。 更 (2) 計画変更の理由及び内容
元 の 濁川本川の放水路計画については、市街化が進んだことや地域を分断するなどの理由により
住 必 地元合意が得られなかったため計画の見直しを行った。見直しにあたっては、現川改修案、分
民 要 水路案、遊水池整備案などを検討し、最適計画案として現川改修による計画とした。現川改修
・ 性 計画は、前回評価以降に示された技術基準に基づき、従来の２割勾配護岸を５分勾配護岸にす
受 (2) 評価実施時の状況 ・ ることで、沿川の地形改変を最小限にとどめるものであり、地元合意形成も図られたところで
益 濁川本川の放水路計画は、現川改修計画に見直したことで地元合意形成が図られており、改 コ ある。
対 修済み区間では浸水被害の軽減が図られているが、未整備区間では依然として河積狭小な区間 ス
象 が残っていることから、台風や豪雨による浸水被害を防止するため、未整備区間の早期完成を ト
者 強く望んでいる。 縮 【代替案立案の可能性】 【コスト縮減の取組等（特記すべき事項）】
及 減
び や ・分水路案 ・近隣他工事への発生土流用を積極的に進めてい
関 代 ・遊水池案 く。
係 【関係機関・団体の意向】 替 ・護岸裏込め採石等への再生骨材利用を積極的に
機 (1) 事業採択時の状況 案 沿川の地形と土地の利用状況から、現河川改修案 進めていく。
関 地元（福島市）から、早急な治水対策の実施が望まれていた。 立 が最適である。
の 案
意 等
向 の

可
(2) 評価実施時の状況 能

改修済み区間では、浸水被害の軽減が図られているが、未整備区間では依然として河積狭小 性
な区間が残っていることから、台風や豪雨による浸水被害を防止するため、未整備区間の早期 評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ
完成を強く望んでいる。

【総合評価と対応方針案】
評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ (1) 総合評価

【費用対効果分析等】 支川大森川の改修済み区間においては、浸水被害の軽減が図られているが、濁川の未整備区
(1) 手 法 間においては、依然として河積狭小な区間が残っており、現川改修計画について地元の合意が

「治水経済調査マニュアル（案）」（平成17年国土交通省河川局通知）に基づき、洪水シミュレー 総 得られたことから、台風や豪雨による浸水被害を防止するため、今後も計画的に整備を進める
ションにより算出した、想定氾濫区域における資産等の被害額から事業を実施したことによる被 必要がある。
害軽減額を算出し、その便益と治水施設の完成に要する今後の事業費及び維持管理費により、効
果分析を行う。

費 (2) 対応方針及び今後の事業の進め方
用 (2) 費用対効果の変化 合
対 ［前 回 評 価 時］ ［今 回 評 価 時］
効 対応方針案 見直し継続
果 453,674 +614百万円 454,288 556,302+614百万円 556,916
分 B/C= ＝ ＝21.71 B/C＝ ＝ ＝21.72(≧1.00）
析 18,666+2,252百万円 20,918 22,856+2,784百万円 25,640 評 今後の事業 見直し計画に基づき、平成３３年度完成に向け計画的に事業の推進を図る。
等 の進め方
の B：河川事業における総便益（氾濫防止便益＋残存価値の合計）
要 C：河川事業に要する総費用（河川改修に要する事業費＋河川維持管理に要する費用の合計）
因 (3) 事業見直し継続、休止、中止する場合の対応
の 【費用の変化等で特記すべき事項】 価
変 総費用額が前回評価時と異なる理由としては、年度投資計画の見直しに伴う割引率の変更により、 見直し計画に基づき、平成３３年度完成に向け計画的に事業の推進を図る。
化 事業費及び維持管理費が変更となったため。

【需要効果の変化等で特記すべき事項】
総便益額が前回評価時と異なる理由としては、人家戸数の変動や資産価値の見直し、年度投資額

の見直しに伴う割引率の変更により、氾濫防止便益が変
更となったため。 評 価 Ａ、 Ｂ、 Ｃ
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様式２－３ ［継続事業分］ ３／３

平成２６年度事業別評価調書（チェックリスト）

［位置図］及び［事業概要図］

 

 

 
交付金事業（河川）濁川（福島） Ｌ＝5,800m

大森川工区 Ｌ＝1,000m

大森川

濁川

阿
武
隈
川

濁川工区 L＝4,800m

国道１１５号

国道４号

ＪＲ東北本線

ＪＲ東北新幹線

大森小学校

信夫中学校

明成高等学校

東北自動車道

杉妻小学校

鳥谷野堰

Ｎ 第一中学校

位 置 図 概 略 平 面 図

濁 川

標準横断図
（濁川）鳥谷野堰部

放水路計画

仲橋

 

5 分 5 分 掘削 

計画断面 

現況断面 

（濁川）現川下流部

平成25年度までに実施済み

未整備区間

浸水被害（実績）範囲

（昭和61年8月台風10号）

毘沙門橋

5 分 5 分 掘削 

計画断面 

現況断面 
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（別紙）

費 用 対 効 果 分 析

交付金事業（河川） 一級河川 濁川

効果（便益）Ｂ Ｂ① ＋ Ｂ②
＝

費 用 Ｃ Ｃ① ＋ Ｃ②

［費用項目］
Ｃ①：治水施設完成に要する事業費（施設の建設費、用地費、補償費）
Ｃ②：評価対象期間内での維持管理費

［効果項目］
Ｂ①：氾濫防止便益

・河川改修により氾濫によって生じる被害（家屋や土地、農作物、公共土木施設および氾濫によって間接的に生じる営業停止などの被害額）
Ｂ②：評価期間末における施設の残存価値

［考え方］
・現在（平成25年度）を基準年度として工事期間と完成後50年間に生じる効果額、費用を算出し比較する。
・維持補修費は、各年事業毎の0.5%を維持管理費として事業完了後の50年分まで毎年見込み、これを割引率により現在価値化して計上している。
・便益は、整備された箇所から事業費に相当する便益が順次発生するものとし、さらに河川事業の耐用年数から事業完了の50年間発生する便益を
割引率により現在価値化して計上する。

計算例
556,302百万円＋ 614百万円

＝ 21.72
22,856百万円＋2,784百万円
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